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避難行動要支援者支援制度の概要と動向

1避難行動要支援者制度の実効性を確保し、住民の逃げ遅れゼロを実現する

東日本大震災で、死者の約６割が高齢者であり、障がい者の死亡率
は住民全体の２倍に上ったことから、同制度が法制化され、茅ヶ崎
市でも平成２９年度から運用を開始。

自ら避難することが
困難な方(避難行動
要支援者)に対し、
平常時から地域・行
政・事業者等の地域
コミュニティが連携
して、避難支援体制
を構築することで、
災害時の住民の逃げ
遅れゼロを目指す。

自治会・自主防災組織、
民生委員・児童委員、
地域包括支援センター、
消防機関、警察

・日頃の見守り、
顔の見える関
係づくり
・災害時の声か
け、移動支援、
安否確認

・名簿の作成・配布
・救援ニーズの伝達
・公的支援の実施

・名簿登載の通知
・名簿提供の同意

同制度創設後も避難行動要支援者が災害の犠牲となっており、同制
度の実効性の確保が課題。また、令和３年に特に支援が必要な個々
人に対して避難支援の計画を作成することが規定された。
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避難行動要支援者支援制度の実現目標

２

・ひとたび災害が発生した時にも、自発的な助け合いが自然と行わ
れる地域社会を実現していくことで、要配慮者の逃げ遅れゼロに繋
がる取組を推進し、安全で安心して暮らせる強くしなやかなまちの
実現を目指す
・ご近所同士の声かけや福祉事業者との関わり等の平常時の活動を
深めることが、災害時の円滑な避難支援に繋がるため、平常時と災
害時の活動の相乗効果による地域コミュニティの醸成が重要

実現
目標

地域での
声かけや安否確認

日頃のご近所同士の
あいさつや声かけ

行政や福祉事業者が
連携した避難支援日常生活を送るための

福祉事業者との関わり



本市の取組（現状と課題）

【要支援者の避難に関する現状】

避難の
意思を
持つことが
できない

避難行動要支援者支援制度の課題

避難行動要支援者名簿の人数が多く
全員を避難支援するのは難しい。

・『自力で避難できる人』
・『家族の手助けで避難
できる人』

名簿に
混在

寝たきりの人など重度
の人を地域で避難支援
をするのは難しい。

次の理由で、避難できない人がいる

どの様な要支援者にどの様な支援が必要か整理できていない

平常時における名簿提供に

関して、不同意者に対して

は、災害時に迅速に避難支

援ができない。

小中学校の
環境では
滞在できない

避難の
きっかけ
となる情報が
足りない

いつ避難
すべきか
判断できない

避難先を
確保できない

自力では
避難先に
移動できない
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本市の取組（３つの主要な取組）

１ 真に避難支援が
必要な者の把握

避難行動要支援者名簿登載者
の振り分け

▶チェックリストの作成

２ 個別避難計画
の作成

真に避難支援が必要な者を
対象とした、実効性のある
個別避難計画の作成

３ 避難支援体制の確保

③
要支援者専用の
避難先の確保

④
資機材の
確保

⑤
介護者の
確保

②
避難先までの
移動支援

①
避難判断への
支援
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本市の取組
～Ｒ３モデル事業 ➀制度の説明、同意確認～

・ケアマネジャー
・地域包括支援センター職員 本人やその家族

【説明後の同意状況】

説明前 説明後

同意拒否 ４ ０

未確認 １４ ０

同意 ２５ ４３

合計 ４３ ４３

説明前は殆どの要支援者が制度について理解し
ていなかったが、福祉専門職から直接説明する
ことにより、制度への理解が深まり、全員が同
意した。

直接説明

要支援者の制度への理解が深まることで、地域の支援者との関係構築が円滑にな
るとともに、同意者が増えることで、平常時から要支援者の情報が共有できる

避難支援に関する問題を解決するために、中島地区をモデル地区として各種取組を実施。
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ケアマネジャーが本人に聞き取りをしなが
ら、３つの支援分類に振り分け。
１件当たり５～２０分程度で作成。

モデル事業での
チェックリスト様式

【振分結果】

自助の備え

１５

これまでは、名簿登載者に、自力で避難で
きる者も混在していたが、チェックリスト
により、真に避難支援が必要な者の把握が
できた。

地域による
支援の検討

１０

避難行動
シート作成

１８

要支援者を支援分類ごとに振分ける
ことで、強弱をつけた対応が可能と
なり、真に避難支援が必要な要支援
者に注力できる

本市の取組
～Ｒ３モデル事業 ②チェックリストの作成～
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本人とケアマネージャー、地域で話しなが
ら、風水害時の避難先や移動手段、避難生
活で必要な支援内容、支援者等を記入。
１件当たり３０～４０分程度で作成

モデル事業での避難行動シート様式

避難行動シートの作成により、災害時に「誰が」「誰を」「どのように」
避難支援するか明確になる

避難先、移動手段
洪水時の避難について考えが深まり、より
よい避難先、移動手段を選択できた。親戚
や友人宅を選択する要支援者が一定数いた。

避難生活に必要な支援
必要な支援を可視化でき、本人と関係者
（福祉専門職、地域）間で共有することが
できた。ベッドの備えがあれば、避難所で
生活できる等の具体的な条件が見えた。

支援者
支援者が誰で、協力できることが何かにつ
いて、本人と関係者間で共通認識を持てた。

本市の取組
～Ｒ３モデル事業 ③避難行動シートの作成～
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問題

・「真に避難支援が必要な者の把
握」や「個別避難計画の作成」が進
んでいる地域の取組内容との整合を
図る必要がある

課題

取組が進んでいる地域との整合
性の担保
・各地域の取組状況を把握した上で、
モデル事業の適用要否や事業内容の
改善を行う

・避難先がホテルしかない
・移動手段がタクシーしかない

避難支援体制の確保
・小中学校以外の避難先を確保する
・公共交通機関が使用できない場合
を想定した移動手段を確保する

・本人や家族が、ご近所の支援者に
対して過度に期待しすぎてしまう

要支援者本人の自助意識の向上
・支援者ができることを明確にする
（あくまでもボランティア）
・自助の意識を向上する
積極的な情報収集・持出品の整理・
双方向のコミュニケーション

本市の取組
～Ｒ３モデル事業を受けた問題・課題の一例～
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 これまでの各地域毎の課題や取組の進捗をふまえ、地域の実情に応じた取
組を進めることが重要。

 同制度の活用に限らず、避難支援が実行されることが重要であるが、同制
度の活用により避難支援の実行性が高まる地域も多くある。

 避難支援の取組を進めていくためには、行政や地域の力に加えて特に支援
が必要な者の日常生活を支えている福祉専門職の力も必要。

 名簿登載者が多く、支援する者が足りていないため、改めて真に支援が必
要な者を特定するとともに、支援する側の体制強化を進める。

 特に支援が必要な者に対する個々人の避難支援の計画を作成、関係者で共
有することで、避難支援の実行性を高める。

 特に支援が必要な者が避難できる避難先を確保する等、市の避難対策を強
化する。

モデル事業を踏まえた本市の考え方と取組

Ｒ４年度は上記の考え方をふまえて、
課題解決のための検討・取組を実施

Ｒ５年度以降、真に避難支援が必要
な者の把握のための取組や課題解決
への取組を継続して実施
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取り組みの
方向性

・これまでの各地域毎の問題・課題や取組の進捗をふまえ、地域の実情
に応じた取組を進めることが重要
・目標の実現に向けて、地域コミュニティ（避難行動要支援者とその家
族や地域（自治会・自主防災会、民生委員、まちぢから協議会、包括）、
行政、その他関係者）の連携・協力が必須

～今後の取り組みの方向性～

避難行動要支援者と
そのご家族

市
福祉部局
防災部局
ほか

まちぢから協議会
自治会

自主防災会

民生委員
児童委員

消防、警察福祉事業者

地域包括支援
センター

その他
関係者

市や避難支援等
関係者等の取組地域の取組

市や避難支援等関係者等
と地域が連携・協力し
得られる相乗効果

避難行動要支援者及び
そのご家族や地域をはじめとした
避難支援等関係者の連携・協力

地域の取組促進を図りながら、
避難支援等関係者の取組を共有し、
より実効性のある避難支援をめざす

１０


